
３　　広報くりはら　令和７年１０月１日 広報くりはら　令和７年１０月１日　　２

制度を利用するには

・預貯金や年金、日常生活費、
不動産などの管理

・重要な書類や証書などの管理
・保険料や税金の納付
・光熱水費の支払い
・遺産相続の手続き　　など

●財産の適切な管理
・医療や福祉サービスの利用

手続き
・高齢者福祉施設などへの入

所や、病院への入院手続き
・内容を理解せずに行った不利

益な契約の取り消し　　など

●日常生活の支援
・買い物や掃除などの家事
・身体の介護や介助
・治療や手術を受けるかどう

かの決定
・入院や施設入所時の身元保

証人、身元引受人　　など

支援してもらえないこと

暮らしを守る支援制度
成年後見制度は、認知症や知的障害、精神疾患などに

よって、財産管理や日常に必要な手続きを１人でするこ
とが難しい人を支援するための制度です。本人や親族な
どが家庭裁判所に申し立てをし、選任された成年後見
人などが、本人の意思を確認しながら手続きをします。

認知症の人や身寄りのない人の増加、障害のある家
族を監護する人の高齢化が進みつつある今、制度の利
用を考えることは、とても大切です。

市民の利用状況
今年７月末時点の制度利用者は、５９人です。認

知症や障害などによって暮らしの困りごとが発生し、
利用を始めています。

しかし、市内で暮らす認知症の人や障害のある人の
数から見ると利用率は低く、制度の認知度の低さか
ら利用につながっていない可能性もあります。

成年後見制度とは

家族・親族
本人の親、兄弟姉妹など
身近で頼れる人

法律・福祉の専門家
弁護士、司法書士、
社会福祉士など

団体（法人）
福祉関係の法人など

成年後見人
全ての契約

などを代理し
ます。

保佐人
重要な契約

などの代理や
判断をします。

補助人
一部の限られ

た契約などの代
理や判断を手助
けします。

法定後見制度

※法定後見人の種類は、支援を必要とする程度などを踏まえて
家庭裁判所が決定します。

※成年後見人や任意後見監督人などは、家庭裁判所に報酬付与の申し立てを行うことができ、家庭裁判所が定めた報酬を本人の財産から受け
取ります。

特集 成年後見制度を知る
～今の安心、これからの備え～
認知症や障害の影響で自分自身のことを決められなくなる。家族や知人が

生活に必要な手続きができず、支障が出ている。こういった状況は他人事で
はなく、誰にでも起こり得ることです。

今月は、本人の大切な財産や権利を守る「成年後見制度」について紹介します。

成年後見人などに支援してもらえること
成年後見人などは、制度を利用する本人の生活や財産の状況、意思を把握した上で、支援の計画を立てます。
支援の内容や本人の暮らしぶりは、成年後見人などが家庭裁判所に定期的に報告する義務があるため、それら

が適切かどうかの確認もしっかりと行われます。

成年後見人などに選任される人
成年後見人などは、本人に必要な支援内容などを踏まえ、家庭裁判所によって以下の中から最適な人が選任さ

れます。

成年後見制度には「法定後見制度」と「任意後見制度」の２種類があり、法定後見制度は、判断能力が低下してい
る人が対象です。任意後見制度は判断能力があるうちに支援内容を決めておくもので、事前に支援者を選んでお
くことができます。

後見人候補者の検討・必要書類の準備

身近な窓口に相談（５ページの相談先）

任意後見制度

現状・要望
自分が認知症などになった時に備えて、

支援者を事前に決めておきたい。

任意後見制度の注意点
・任意後見人は、本人が判断能力を失った後に

結んだ不利益な契約などを取り消す権利（取
消権）を持ちません。

・任意後見人は、事前に契約した範囲内でしか
権限を行使できません。想定外の事態があっ
た時は、対応できない場合があります。

※法務大臣から任命された公証人が、契約の証明などの
公文書を作成する機関

任意後見人になる人（任意後見受任者）と支援
内容を決め、公証役場※で公正証書を作成し
て契約

本人の判断能力が低下

任意後見人
事前に契約していた内容で支援します。

家庭裁判所への後見等開始の申し立て
申し立てができる人
・本人
・四親等以内の親族
・市長　　　　など

家庭裁判所への任意後見監督人の
申し立て
申し立てができる人
・本人
・四親等以内の親族
・任意後見受任者

現状・要望
例
・医療や福祉サービスの手続きがよく分からない。
・理解ができないまま、不要な契約をしてしまう。
・物忘れが多く、財産管理が難しくなってきた。
・認知症や障害のある家族がいる。自分に何かあっ

たときに家族を支援してほしい。

特集 成年後見制度を知る ～今の安心、これからの備え～


